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Ｑ．当協同組合では、毎年組合員に対して組合に関する知識の普及・啓蒙のために講

習会を開催していますが、今般の講習会は、事務局長の私が講師となり、組合員の

有する権利と義務について講義することとなりました。現在、中協法を勉強しなが

ら、整理を行っているところですが、なかなかまとめきれず困惑しています。 

組合員の権利と義務にはどのようなものがあり、どのように分類することができ

るのかご教示下さい。 

 

Ａ．組合員は、定款の組合員の資格に基づいて組合に加入するわけですが、その結果

として、中協法では、組合の健全な運営を確保するために組合員に対し、種々の権

利を保証するとともに種々の義務を負わせています。 

まず、組合員の権利には、組合員が経済的利益を直接享受することを内容とする

「自益権」と、組合員が組合の運営に関与することを内容とする「共益権」とに大

きく分類することができます。 

 

自益権は、個々の組合員が単独で行使することができるもので、次のようなもの

があります。 

① 組合事業（共同事業）利用権 

（中協法第９条の２（事業協同組合及び事業協同小組合）） 

② 剰余金配当請求権 

（同第５９条（剰余金の配当）） 

③ 残余財産分配請求権 

（同第６９条（会社法の準用等）による会社法第５０２条（債務の弁済前におけ

る残余財産の分配の制限）） 

④ 持分払戻請求権 

（同第２０条（脱退者の持分の払戻）） 

⑤ 出資口数減少請求権（同第２３条（出資口数の減少）） 

 

次に共益権には、組合員が単独で行使できる単独組合員権と、一定数の組合員が

共同することにより行使できる少数組合員権があり、前者としては、 

① 議決権及び選挙権 

（同第１１条（議決権及び選挙権）） 

② 定款、規約、議事録、組合員名簿、決算関係書類の閲覧謄写権 

（同第１０条の２（組合員名簿の作成、備置き及び閲覧等）） 

（同第３４条の２（定款の備置き及び閲覧等）） 



（同第５３条の４（総会の議事録）） 

（同第３６条の７（理事会の議事録）） 

（同第４０条（決算関係書類等の提出、備置き及び閲覧等）） 

 ③ 代表訴訟権（同第３９条（役員の責任を追及する訴え）による会社法第８４７

条（責任追及等の訴え）の準用） 

 ④ 理事及び清算人の行為差止請求権（同第３６条の３（役員の職務及び権限等）

による会社法第３６０条（株主による取締役の行為の差止め）の準用） 

⑤ 決議取消し、決議不存在・無効確認の訴権（同第５４条（総会の決議の不存在

若しくは無効の確認又は取消しの訴え）による会社法第８３０条（株主総会等の

決議の不存在又は無効の確認の訴え）及び会社法８３１条（株主総会等の決議の

取消しの訴え）の準用） 

⑥ 設立無効の訴を提起する権利（同第３２条（設立の無効の訴え）による会社法

第８２８条（会社の組織に関する行為の無効の訴え）の準用） 

⑦ 合併無効の訴を提起する権利（同第６７条（合併の無効の訴え）による会社法

第８２８条（会社の組織に関する行為の無効の訴え）の準用） 

などがあり、 

 

また後者としては、 

① 役員改選請求権（同第４２条（役員の改選）） 

② 参事・会計主任の解任請求権（同第４５条） 

③ 総会招集請求権（同第４７条第２項） 

④ 総会招集権（同第４８条） 

⑤ 会計帳簿等の閲覧謄写権（同第４１条（会計帳簿等の作成等）） 

⑥ 清算人解任請求権（同第６９条（会社法の準用等）による会社法４７９条（清

算人の解任）の準用）などがあります。 

 

なお以上のほか、組合員が行政庁に対して求めることのできる権利として、不服

申立書（同第１０４条（不服の申出）－単独組合員権）、検査請求権（同第１０５条

（検査の請求）－少数組合員権）があります。 

 

組合員の義務については、 

① 出資義務（同第１０条（出資）） 

② 損失額支払義務（同第２０条（脱退者の持分の払戻）第３項） 

③ 経費分担義務（同第１２条（経費の賦課）） 

④ 共同事業利用義務（同第１９条（法定脱退）） 

⑤ 団体協約遵守義務（同第９条の２（事業協同組合及び事業協同小組合）第１４



項）などがあります。 

 

また、組合法で規定はありませんが、事業協同組合の参考定款例第１８条（組合

員名簿の作成、備置き及び閲覧等）に組合員の事業内容届出の義務があります。そ

して、これらが、組合法で保証された組合員の権利と課されている義務です。 

権利と義務は、組合運営における車の両輪ともいうべきものです。従って、いず

れかが優先される（例えば、義務の履行より権利の主張を優先させる等）状況では

適切な組合運営は望めません。以上に留意しながら講義すべきであろうと考えます。 


